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諮問日：令和２年７月２９日（令和２年度（最情）諮問第１４号）  

答申日：令和３年７月２６日（令和３年度（最情）答申第６号） 

件 名：取調べ対応・弁護実践マニュアルの一部開示の判断に関する件 

答   申   書 

第１ 委員会の結論 

「取調べ対応・弁護実践マニュアル（最新版）」の開示の申出に対し，最高

裁判所事務総長が，「取調べ対応・弁護実践マニュアル第４版」（以下「本件

対象文書」という。）を対象文書として特定し，その一部を不開示とした判断

（以下「原判断」という。）については，別紙記載の各部分を開示すべきであ

る。 

第２ 事案の概要 

本件は，苦情申出人からの裁判所の保有する司法行政文書の開示に関する事

務の取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）記第２に定める開示の申出に対し，

最高裁判所事務総長が令和２年６月１５日付けで原判断を行ったところ，取扱

要綱記第１１の１に定める苦情が申し出られ，取扱要綱記第１１の４に定める

諮問がされたものである。 

第３ 苦情申出人の主張の要旨 

   日弁連が弁護士及び司法修習生に対して提供している取調べ対応及び刑事弁

護に関するノウハウが公になったとしても，司法研修所の裁判教官を通じて既

に裁判所に伝わり，司法研修所の検察教官を通じて既に法務省及び検察庁に伝

わっている内容が公になるだけである点で弁護人の弁護活動に悪影響が生じる

とはいえない以上，日弁連の正当な利益を害するおそれがあるとはいえない。 

   また，本件対象文書の資料編の最高検，警察庁及び法制審議会新時代の刑事

司法制度特別部会の各文書（国家公安委員会規則を含む。）が公になったとし

ても，これらの文書はそもそも日弁連が作成した文書ではない以上，日弁連の

正当な利益を害するおそれがあるとはいえない。 
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   そのため，本件対象文書のうち原判断において不開示とされた部分（以下

「本件不開示部分」という。）は行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（以下「法」という。）５条２号イに定める不開示情報に相当するとはいえな

い。 

第４ 最高裁判所事務総長の説明の要旨 

 １(1) 本件対象文書は，司法修習で用いるものとして，毎年，導入修習開始前に

司法修習生に対して送付している資料のうちの一つであり，発行元の日本弁

護士連合会から提供を受けて取得したものである。 

(2) 本件対象文書を開示することによる支障（不利益）の有無について，日本

弁護士連合会に第三者照会の手続を行った結果，以下のような意見（以下

「本件意見」という。）が提出された。 

ア 本件対象文書のうち１頁から９２頁までは，日本弁護士連合会の会員向

けに弁護実践の方法等が記載されており，外部への公表を予定して作成し

たものではなく，公にすることにより，個々の刑事弁護活動に支障が生じ

るおそれがある。 

イ また，本件対象文書のうち９３頁から１０６頁まで及び１１９頁から１

２６頁までについては，最高検察庁から，日本弁護士連合会の会員限りと

の条件で提供されたものであり，法５条に規定する不開示情報に相当する

情報が記録されている。 

(3) 上記(2)の意見を踏まえると，本件不開示部分には，公にすることにより

法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報が記

載されており，同情報は法５条２号イに定める不開示情報に相当するといえ

る。 

(4) なお，苦情申出人は，司法研修所の教官を通じて裁判所や検察庁等に伝わ

っている内容が公になったとしても日本弁護士連合会の正当な利益を害する

おそれがあるとはいえず，また，同連合会の作成によらない文書を公にした
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としても，同連合会の正当な利益を害するおそれがあるとはいえないと述べ

る。しかし，本件対象文書が司法修習で用いられる資料であることをもって

外部に公表されたものとはいえないし，本件対象文書の一部が情報提供先か

ら外部に公表しないとの前提で提供された経緯からすれば，本件不開示部分

には，公にすることにより同連合会の正当な利益を害するおそれがある情報

が記載されているといえる。 

 ２ しかしながら，本件不開示部分に記載された情報について，日本弁護士連合

会，最高検察庁及び法務省に照会を行った結果，本件不開示部分のうち，別紙

記載の各部分については，いずれも開示して差し支えない旨の意見が提出され

た。そして，これらの意見を踏まえると，当該部分はこれを公にしても法人の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれは小さく，法５条２号イ

に定める不開示情報には相当しないものとして，これを開示することが相当で

あると考えるに至った。 

なお，その余の部分については，上記１記載のとおり，同法第５条第２号イ

に定める不開示情報に相当すると思料する。 

第５ 調査審議の経過 

   当委員会は，本件諮問について，以下のとおり調査審議を行った。 

  ① 令和２年７月２９日   諮問の受理 

  ② 同日          最高裁判所事務総長から理由説明書を収受 

  ③ 同年１２月１８日    本件対象文書の見分及び審議 

  ④ 令和３年３月１９日   審議 

  ⑤ 同年２月１９日     日本弁護士連合会から意見書を収受 

  ⑥ 同年５月１４日     最高裁判所事務総長から補充理由説明書を収受 

⑦ 同年６月１１日     審議 

⑧ 同年７月１６日     審議 

第６ 委員会の判断の理由 
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１(1) 本件対象文書について 

本件対象文書を見分した結果によれば，本件対象文書は，日本弁護士連合

会が編集・発行し，司法修習で用いるものとして，導入修習開始前に司法修

習生に対して送付している資料のうちの一つであり，第１部では，捜査，公

判前整理手続等及び公判の各段階において，取調べの可視化を踏まえてどの

ような弁護実践をすべきかが示され，第２部では，各種書式やチェックリス

ト及び関係資料が収録されていることが認められる。そして，本件不開示部

分は，第１部の見出し及び本文の全てと，第２部のうち，日本弁護士連合会

が本件意見において法５条に規定する不開示情報に相当する情報が記録され

ていると述べた部分であり，同部分には最高検察庁及び法務省に関する情報

が記載されていることが認められる。 

(2) 本件不開示部分のうち別紙記載の各部分について 

当委員会が当委員会庶務を通じて，本件不開示部分に記載された情報につ

いて，日本弁護士連合会に照会を行った結果，日本弁護士連合会から，本件

不開示部分のうち，別紙記載の１，２及び５から１０までの各部分について

は，いずれも開示して差し支えなく，また，最高検察庁の依命通達等につい

ては最高検察庁において開示による具体的支障がないことが確認できれば開

示して差し支えない旨の意見書が提出された。 

最高裁判所事務総長の上記説明によれば，上記照会結果を踏まえ，最高検

察庁及び法務省に照会を行った結果，最高検察庁及び法務省から，本件不開

示部分のうち，別紙記載の３，４，１１及び１２の各部分については，いず

れも開示して差し支えない旨の意見書が提出され，これを踏まえると，別紙

記載の各部分はこれを公にしても法人の権利，競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれは小さく，法５条２号イに定める不開示情報には相当しな

いものとして，これを開示することが相当であると考えるに至ったとのこと

である。このような説明及び別紙記載の各部分の記載内容を踏まえれば，同
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部分については，これが公にされたとしても，法人の権利，競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれはがあるとは認められない。そのほか，別紙

記載の各部分について，法５条に定める不開示情報に相当するような記載は

見当たらない。 

したがって，本件不開示部分のうち別紙記載の各部分は，法５条に規定す

る不開示情報に相当するとは認められない。 

(3) 本件不開示部分のうち別紙記載の各部分を除く部分について 

本件不開示部分のうち別紙記載の各部分を除く部分については，日本弁護

士連合会の会員向けに弁護実践の方法等が記載されており，本件対象文書が

外部への公表を予定して作成されたものではないということも踏まえて検討

すれば，同部分が公にされた場合には，日本弁護士連合会の会員の刑事弁護

活動に支障が生じるおそれがあると認められるから，公にすることにより法

人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある（法５条２

号イ）とする最高裁判所事務総長の上記説明の内容が不合理とはいえない。 

この点について，苦情申出人は，司法研修所の教官を通じて裁判所や検察

庁等に伝わっている内容が公になったとしても日本弁護士連合会の正当な利

益を害するおそれがあるとはいえず，また，同連合会の作成によらない文書

を公にしたとしても，同連合会の正当な利益を害するおそれがあるとはいえ

ないと述べる。しかしながら，本件対象文書が司法修習で用いられる資料で

あることをもって外部に公表されたものとはいえないことを踏まえれば，本

件不開示部分には，公にすることにより同連合会の正当な利益を害するおそ

れがある情報が記載されているといえるから，苦情申出人の主張は上記の判

断を左右するものではない。 

したがって，本件不開示部分のうち別紙記載の各部分を除く部分について

は，法５条２号イに規定する不開示情報に相当すると認められる。 

２ 原判断の妥当性について 
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以上のとおり，原判断については，本件不開示部分のうち別紙記載の各部分

を除く部分は法５条２号イに規定する不開示情報に相当すると認められるから，

当該部分に係る判断は妥当であるが，本件不開示部分のうち別紙記載の各部分

は法５条に規定する不開示情報に相当するとは認められないから，開示すべき

であると判断した。 

          情報公開・個人情報保護審査委員会 

 

              委 員 長    髙  橋     滋 

 

              委   員    門  口  正  人 

 

              委   員    長  戸  雅  子 



 

7 

 

（別紙） 

１ 目次１ページ ５行目から１３行目まで 

２ 目次２ページ ６行目 

３ 目次２ページ ２５行目から３６行目まで 

４ 目次３ページ ６行目から１０行目まで 

５ 本文１ページ １行目から４行目 

６ 本文２ページ ２８行目 

７ 本文７ページ ２７行目 

８ 本文８ページ ２８行目及び２９行目 

９ 本文９ページ ５行目及び２２行目 

１０ 本文５６ページ １行目 

１１ 本文９３ページから１０６

ページまで 

全部 

１２ 本文１１９ページから１２

６ページまで 

全部 

 


